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石 川県知事 本谷 正

石 川県規則第十三号

石 川県税条例施行規則の一 部 を改正する規則

石 川県税条例施行規則(昭和三 十 三 年 石川県規則第十四日方)の一 部 を次のように改正する。

第 十六条の二 中 「場合」の下に「(指定金融機関等が設置する端末機において納付を受けたときを除く。 ) 」を加え

る 。
第 七号様式(その一 ) を次のように改める。

憲



平成 31年 3月 29日(金曜日) 石川 県公 報

第 7号様式(その 1)(表)

様

法人県民税

法人県民税 法人事業税 地方法人特別税 吏

法人事業税 地方法人特別税 の 課税標準額 税

年度随時 | 畳録番号 事業年度
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一
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正

一
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更
一

一

四
月
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一

お
一

と

一
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一
年

次を

正決

額 加 算 金

法 人 事業税 及び 地方法 人 特別税

分 | 課 税標準額 1 (句言。)1 税 額

所得金額総額 11:11: 11 : 11: 11 し~し一一一一一
所 |2額 万円以下の 11: 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1叶1:1 1 : 11: 1 1 : 11 

狙 |2 312fi金額 11i 1 1 : 1 1 i 1 1 : 1 1 1 I 10011 i 1 1 i 1 1 i 1 1 i 1 111 更

円 |Z額 万円を超える ||i||;||i||;||| / l叶1:1 1 : 11: 1 1 : 11 更 | 期111 計 @ ll i ll : ll i ll : II I~l l il l il l il l il l
正 l l牒空言語 @II : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1叶1:1 1 : 11: 1 1 : 11 付閉| 付加価値額総額 Il i ll : ll i ll : ll l~〆| 一一一一一一一

岬 |付加価 値額 @JII : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1叶1:1 1 : 11: 1 1 : 11 

竪 |資本金等の額総額 11i 11: 11 i 11: II I~-I ______ 一一一

決 1i1|資 本金恥額 @II : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 10011 : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 定 I ~ I 収 入 金額総額 11 i 1 1 : 1 1 i 1 1 : 1 1 I~I __ 一一一一一

討 卜匝 入 金額 @II : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1叩 11:1 1 : 11: 1 1 : 11 

仮装経理に誌づ く 控除額 @IIi 11 i 11 i 11 i 11 

租税条約の実施 に係 る控除 額 @IIi 

差引@+@J+@+@ー@ー@又は⑧+@J+@+@ー@ー@ @II: 11: 11: 11: 11 

l所得金額総額 11i 1 1: 1 1 i 1 1: 1 1レ--------1一一一一一一

所 |Z額 万円以下の ||i||;||i||;||| / l叶1:1 1 : 11: 1 1 : 11 

得 |2 3町 黒金額 11i 1 1 : 1 1 i 1 1 : 1 1 1 I 1叶1i 1 1 i 11 i 1 1 i 11 

吏 |企 |2額 万円を超える 11: 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1叶1:1 1 : 11: 1 1 : 11 額 | 計 ~ ll i ll : ll i ll : II I~l l il l il l il l il l
正 1 胃普賢認書 @II : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 10011 : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 

付 加価値額 @II i 1 1 : 1 1 i 1 1 : 1 1 1 I 1∞11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

前 I 資本金等の額 @II : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1∞11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

l収入金額 @IIi 1 1 : 1 1 i 1 1 : 1 1 1 I 1∞11: 1 1 i 11: 1 1 i 11 

仮装経理に基づ く 控除額 @II:11: 11: 11: 11 

租税条約の実施に係る控除額 @II:11 i 11: 11 i 11 

差引@+@+@+@ー@ー@又は@+@+⑬+@ー@ー@ @II: 11: 11: 11: 11 

納付すベき事 業税 額@ー @ @II: 11: 11: 11: 11 

l所得割に係る税額 @II : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1ω11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

里 |収入割に係る税額 ⑬ 11 : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 1∞11: 11 : 11: 11 : 11 

Eι |仮装経理に基づ く 控除額 @II:11: 11: 11: 11 
地 | 決

方 | 定 |租税条約の実施に係る控除額 @II:11: 11: 11: 11 

法 | |差引⑬+ @ー@ー@@II: 11: 11: 11: 11 

人 1 1所得割に悟る税額 ⑬ 11 : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 1 I 10011 : 1 1 : 1 1 : 1 1 : 1 1 

特 | 吏 |収入割に係る税制 @II : 1 1 ! 1 1 : 1 1 ! 1 1 1 I 1叶1'11'11'11'11~ 1正 |仮装経理に基づ く 控除額 @II:11: 11: 11: 11 

川 目 前 |租税条約の実施 に係 る控除 額 @II:11 i 11: 11 i 11 

差引@ + @ー⑪ー@@II: 11: 11: 11: 11 

納付すべき地方法人特別税額⑬ー@ @II: 11: 11: 11: 11 

納 付 すべき事業税額及び地方怯人特別税額 ⑬+@II: 1 1 : 11: 1 1 : 11 
| ]l! lE前 ]l!lE決定

|lil lil lil lil l|lil lil lil lil l 

区

法

人

，~ 
業

税

翌期に繰り越す欠償金等の額

号 外

年月日

石川県

定 加算 金決定 通 知 書

事務所長固

法 人 県 民税

1 (使途秘匿金税額等)j( 

課税

原単額 |総 額 11'11'11'11'11

|本県 分 11:11 : 11: 1 1 : 11 
税 率 I 1帥

正 l社 ι 剖 判断品l
出 入 担割醐 山 11'11 ， 11' 1 1 ， 11 

等控除所得割額等勝額 ② 11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

決 |外国法 人 税額控除額 @II! II! II! II! 11 

定 |仮装経理に誌 づ く 控 除 額 @II: 11: 11: 1 1: 11 

の控除額 (5)11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

控除額 ⑥ II! 1 1 ! II! 1 1 ! 11 
| ① ②③④⑤ ⑥⑦ | |1: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

準 額11:1 1 : 11: 1 1 : 11 

割額 @II:11: 11: 1 1: 11 
吏 |外国劇係争朴袋格除丙得紺稲繁樽除紹 市1117r 凶聞 旅石 仏守 鉱脈 問押慌 餅守 医附 貧民 四 11:1 1 : 11: 1 1 : 11 

外国法人税額 控除額 ⑮ 11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 
正

仮装経理に誌 づ く 控 除 額 ⑪ 11'11'11'11'11 

前 |利子割額の控除額 ⑫ 11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

租税条約の実施に係る控除額 ⑬ II! 1 1 ! II! 1 1 ! 11 

差引③ー@ー⑩ー⑪ー⑫ー⑬ @I，: 11: 11: 1 1: 11 

差引地減法人税制額⑦ ⑮ ⑮ 11: 11 : 11: 1 1 : 11 

量芽J主主主2み割寸志毒 ⑮ 11: 1 1 : 11: 1 1 : 11 

納付すべき法人税制額⑮+⑮ ⑪ | |1:11:11:11:11 
事務所等を 有 し て い た月数 1 ______________:  1 1) 

E 正 決定均等割 額⑬ 1/11:11:11:11

E 正前均等割額⑮1/11:11:11:11

差引増減均等書l額⑬ ⑬ @1/11!11!llill 

納付 すべき 県民税制+ @ @I/II:II:II!II 

| べき額) @I，: 11: 11: 11 f~ 控除 し た金額品|21(①③@と併う山い額) つ:11 : 11 : 1 1 
に |控除で き な かった金額 @ ー @ @I | 11:11:11:11 ~ 1既に還付を賄求した利子醐 @II: 11: 11: 11 ~ 1器具Zお日仏富ぷ毒 @II!II! II! 11 

還付利子割額@③||1: 11: 1 1 : 11 

分 割 悲 愁 | 更正前 | 更正 ・決定

県民税 ω | 本県分 111:11:11111:11:11

1総 数 111:11:11111:11:11

本県分 III!II!IIIII!II!II 

輯 数 111:11:11111:11:11

本県分 111:11:11111:11:11 

総数 111 ! 1 1 ! 11 11 1 ! 1 1 ! 1 1 

川造業者数・控近所
l'用|固執産の価額

い人円)

業 卜一一一一一一一
ド事務所数 ・総)固

税 U主資産グ価額 ー軌
い草σ延長 KM数
れ所 ・円 .KM) 

重

合

法人事業

区 分

申告加算

加算

税及び地方法 人 特 別 税の加 算金

| 基礎となる税制 | 加算金額 @I 刷附加算金額 @I納付すべき加算鍬@_@

金 111:11 : 11 : 11111 : 11 : 11: 11111: 11 : 11: 11111: 11 : 11: 11 

金 111:11 : 1 1 : 11 11 1 : 1 1 : 1 1: 1 1 11 1: 1 1 : 1 1: 1 1 11 1: 1 1 : 1 1: 1 1 

計 |l|;|lil|;|||l l;|lilljl|||lj||!|lj|l|llj|li|lj|| 

指定納期 限

年月日

備

考



平成 31年 3月29日(金曜日) 石川 県公 報 号 外

第 7号様式(その 1)(裏)

納付場所 石川県指定金融機関、石川県指定代理金融機関、石川県収納代理金融機関又は県総合(県税)事務所

備考 l この更正(決定)は、地方税法第55条、第72条の39、第72条の41、第72条の41の2、第72条の46、第72条の47若し

くは第72条の48の2又は地方法人特別税等に関する暫定措置法第10条若しくは第15条の規定によって更正(決定)し

たものですから、納付すべき金額を指定納期限までに納付してください。

2 この更正(決定)について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して 3箇月以内に知事に

審査請求をすることができます。審査請求書は、正副 2通を作成し、なるべく 当所を経由して提出してください。

3 処分の取消しの訴えは、上記審査請求に対する裁決を経た場合に限り 、当該審査請求に係る裁決の送達を受け取っ

た日の翌日から起算して 6箇月以内に、県を被告として(知事が、被告の代表者となります。)提起することができ

ます。ただし、

① 審査請求があった日の翌日から起算して 3箇月を経過しでも裁決がないとき、

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき

は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

4 この通知書により納付すべき税額に、申告書提出期限の翌日から納付の日までの期間(延滞金の控除期聞がある場

合には、その期間を除く 。)の日数に応じ、年14.6パーセント(指定納期限までの期間又は指定納期限の翌日から 1

箇月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント)の割合(次の①又は②に掲げる期間については、 当該

①又は②に定める割合)を乗じて計算した額の延滞金を加算して徴収します。延滞金の端数計算については、延滞金

の計算の基礎となる税額に1，000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が2，000円未満であるときは、その端

数金額又はその全額を切り捨てて延滞金の額を計算し、延滞金の確定金額に100円未満の端数があるとき、又はその

全額が1，000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。

① 平成12年 1月 1日から平成25年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日を経過

する時における日本銀行法(平成 9年法律第四号)第15条第 1項第 1号の規定により定められる商業手形の基準割

引率(以下 「商業手形の基準割引率」という。)に午 4パーセントの割合を加算した割合が午7.3パーセントの割合

に満たない場合には、その年中においては、年7.3パーセントの割合にあっては、当該商業手形の基準筈IJ引率に年

4パーセントの割合を加算した割合とします。

② 平成26午 1月 1日以後の期間については、当該期間の属する各午の前午に租税特別措置法第93条第 2項の規定に

より 告示された割合に年 1パーセントの割合を加算した割合(以下 「特例基準割合Jという。)が年7.3パーセント

の割合に満たない場合には、その年(以下 「特例基準割合適用年」という。)中においては、年14.6パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年

7.3パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年 lパーセントの割合を加算した割合(当該加算した割合が

年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合)と します。

5 会計監査人の監査を受けなければならないことその他これに類する理由により決算が確定しないため、申告書提出

期限の延長が認められている場合には、この通知書により納付すべき税額に、申告基準日 (法人税額の課税標準の算

定期間若 しくは地方税法第53条第4項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間の末日又は事業年度終了の日後

2箇月を経過した日の前日(その日が民法(明治29年法律第89号)第142条に規定する休日又は地方税法施行令第 6

条の18第 2項に規定する日に該当するときは、これらの日の翌日)をいう 。)の翌日から延長された申告書提出期限

までの期間の日数に応じ、年7.3パーセントの割合(次の①又は②に掲げる場合は、当該①又は②に定める割合)を

乗じて計算した額と 4により計算した端数計算前の額との合計額の延滞金を加算して徴収します。この場合における

端数計算は、 4の場合と同様です。

① 商業手形の基準割引率が年5.5パーセントを超えて定められる日からその後年5.5パーセント以下に定められる日

の前日までの期間内に申告基準日の到来する場合 次の式により計算 した割合 (当該割合が年12.775パーセントの

割合を超える場合は、年12.775パーセン トの割合)

当該申告基準日における当該商業手形の基準割引率 5.5パーセン ト
7.3パーセント +

0.25パーセン ト

②①以外の場合 次による割合

XO.73パーセント

ア 平成12年 1月 1日から平成25年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日を経

過する時における商業手形の基準割引率に年4パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満

たない場合には、その年中においては、当該商業手形の基準割引率に年 4パーセントの割合を加算した割合

イ 平成26年 1月 1日以後の期間については、特例基準割合が年7.3パーセン トの割合に満たない場合には、当該

特例基準割合適用年中においては、当該特例基準割合適用年における特例基準割合



4 平成 31年 3月 29日(金曜日) 石川 県公 報 号 外

華民II+KaやQ十K縦十占準術品j室長Q吋小':1恒常的。

備考 1 この許可について不服があるときは、この書面を受け取った日の翌日から起算して 3箇月以内に知事に

審査請求をすることができます。審査請求書は、正副 2通を作成し、なるべく当所を経由して提出してく

ださい。

2 処分の取消しの訴えは、上記審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に係る裁決の送達

を受け取った日の翌日から起算して 6箇月以内に、県を被告として(知事が、被告の代表者となります。)

提起することができます。ただし、

① 審査請求があった日の翌日から起算して 3箇月を経過しでも裁決がないとき、

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき

は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

撚11十K酔Q十K饗信総術以告訴S'''-6小141芸州の。

3 申立者の括弧内には、 差押財産に対して有する申立者の権利の名称等を記載するものとする。

組長11十K恥e同十s'1 1経伝吾

充 当 計 算 書

第号

年 月 日

滞納者住所

氏名

会l

殿

石川県 事務所長固

次のとおり、受け入れた金額について、あなたの県税滞納金への充当等の処理をし、 この計算書を作成し

ましたから交付します。

充 当 計 算 書

号

目
白川

第

年

滞納者

住所

氏 名

トJ

様

石川県 事務所長固

次のとおり、受け入れた金額について、あなたが滞納している県税等への充当の処理をし、この計算書を

作成しましたから交付します。

恒常時。

撚川十川口や経hlモト

従業者数・発電所 事務所数・固定資産の価 軌道の延長キロ
1 2 3 

用固定資産の価額 額・総固定資産の価額 メートル数

(人・円) (所・円) (KM) 
会l
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一
一
一
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ト
一
一

に 改める。

1
 

附 則

こ の規則は、平成三 十 一 年 四月一 日 から施行する。

改 正前の石川県税条例 施 行 規 則の規定に基づいて作成した用紙は、 な お当分の問、所要の調整をして使用するこ

と ができる。

2
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